
避難者に関する既存施策一覧 
施策 現状 施策例（実施主体） ●：行政、○：民間 
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住宅の耐震化 
家具等の固定の推進 
ライフラインの耐震化 

帰省・疎開の奨励・
あっせん 

・被災地外の親類・知人・友人等を頼って帰省・疎開する
ことにより、避難所への避難者数が低減する可能性があ
る。地方自治体の取り組みとして、姉妹都市応援協定や
相互応援協定等により被災者の疎開の円滑化を図って
いる事例がある。 

●相互応援協定による「一時収容のための施設提供」
（豊島区） 

○震災疎開パッケージ（全国商店街震災対策連絡協
議会） 

ライフラインの早期復旧 
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応急危険度判定によ
る従前住宅の利用促
進 

・応急危険度判定は、地震発生後、余震等による被災住宅
の倒壊、部材の落下等から生じる二次災害を防止し、住
民の安全の確保を図るため、早期に住宅の被害状況を調
査し、使用できるかどうかを応急的に判定するものであ
る。避難者の中には余震等への不安から、自宅建物に大
きな被害が発生していなくても避難したという人も多
いと予想されるため、こうした応急危険度判定が迅速に
実施されれば、避難所等への避難者数を低減することが
できると考えられる。 

●被災住宅の応急危険度判定（東京都） 
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近隣地域の避難所の
利用 

・当該区市町村の避難所では収容力が不足する場合、近隣
の被害の少ない区市町村への移送等が必要である。 

●被災者の他地区への移送（東京都） 
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外
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屋外でのテント等の
活用 

・近隣避難所の収容能力が不足した場合や、被災者が避難
所へ避難したくない場合等には、新潟県中越地震でも見
られたような屋外避難が発生する可能性がある。 

●○災害時における応急対策用天幕等の確保に関す
る協定の締結（東京都） 

公的・民間施設の活
用 

・当該区市町村内における区市町村立の小中学校を中心と
した避難所で避難者を収容しきれなかった場合、都県立
学校、国立学校、私立学校などの学校施設、公共施設及
び企業等の大規模施設等と協定を締結して避難所とし
て活用しているところがある。 

●○公的施設・民間施設との避難所施設利用に関す
る協定の締結（世田谷区） 

●さいたまスーパーアリーナの避難所としての利用
（さいたま市） 
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ホテル・旅館、公的
宿泊施設の活用 

・宴会場やホール等の災害時要援護者の二次避難所として
の活用について、ホテルと覚書を取り交わしている区市
町村がある。 

・また、被災者等の一時収容先として客室を提供する内容
の協定を締結している区市町村もある。なお、1都 3 県
におけるホテル・旅館の空き室数は約 6万 6,000 室と推
定され、これらホテル・旅館の空き室や宴会場等の避難
所等への活用が考えられる。 

●○ホテル・旅館の客室等の災害時要援護者への提
供に関する協定の締結（品川区） 

●○ホテル・旅館の客室等の応援職員等への提供に
関する協定の締結（大田区） 

●○ホテル等の宴会場・ホール等の災害時要援護者
への提供に関する覚書の取り交わし（港区） 

既存避難所の耐震化 

・震災時に多くが避難所となる公立小中学校施設の耐震化
率は約 55％であり、法律の改正や財政措置の充実等に
より学校施設の耐震化が促進されている。 

●学校施設の耐震化の促進（国） 
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保・向上 

・避難所が震災時に機能するためには、施設の耐震性の確
保に加え、避難所生活者等のための食料・飲料水・生活
必需品の備蓄や、トイレの確保、自家発電装置の整備な
どが必要である。 

●避難所機能の強化（世田谷区） 

公的な空き室の活用
（公営住宅等） 

・応急仮設住宅での収容力が不足すると予想される場合な
どにおいては、公的な空き室等の応急仮設住宅としての
早期活用が必要である。 

・1都 3 県における空き家戸数の総数は約 165 万戸、うち
賃貸用住宅（借家）の空き家は約 105 万戸あり、さらに
そのうちの公営及び公団・公社の借家約 19 万戸が主と
して応急住宅として活用できる可能性があるが、中には
被災するもの等もあると考えられるため、必ずしも全て
を活用できるわけではない。 

●公的住宅の供給（東京都） 

民間の空き家・空き
室の活用（民間賃貸
住宅等） 

・応急仮設住宅での収容力が不足すると予想される場合な
どにおいては、公的な空き室と並び、民間の空き家・空
き室の応急仮設住宅としての早期活用が必要である。 

・1都 3 県における空き家戸数の総数は約 165 万戸、うち
賃貸用住宅（借家）の空き家は約 105 万戸あり、さらに
そのうちの民営借家約 86 万戸が応急住宅として活用で
きる可能性があるが、中にはもともと使用に耐えられな
いもの、被災するもの、家主の同意を得られないもの等
もあると考えられるため、必ずしも全てを活用できるわ
けではない。 

●○民間賃貸住宅の一時提供制度（東京都、埼玉県、
千葉県、神奈川県） 

●○民間賃貸住宅のあっせん（埼玉県） 
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応急仮設住宅の早期
提供 

・応急仮設住宅の建設には相当の時間を要する。また、供
給量についても、首都圏が被災した場合には、非常に多
くの避難世帯の発生が見込まれ、応急仮設住宅のみで被
災世帯の収容を賄うことは困難であると考えられる。 

●○応急仮設住宅の提供（東京都、（社）プレハブ建
築協会） 
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応急修理等による従
前住宅への復帰 

・応急修理を施すことができれば継続的に居住することの
できる被災住宅も多いと予想される。応急修理の必要性
を周知するとともに、迅速・円滑に応急修理を実施する
ことができれば、応急仮設住宅等応急住宅の需要低減に
つながる。 

●住宅の応急修理（東京都） 

※「住宅の耐震化」、「家具等の固定の推進」、「ライフラインの耐震化」及び「ライフラインの早期復旧」については既に施策が推進されているため、
本専門調査会での避難者対策のメインテーマとしては扱わないこととする。 

※（ ）内に記載した機関名はこれまでの文献調査等で主な対策実施機関として確認したものであり、必ずしもここに挙げた機関だけが実施してい
るということを示すわけではない。 

平成１８年１２月１９日 
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